
平成２６年度 第２回理事会 

 

 

日 時  平成２６年５月１５日（木） 1５:３０～ 

 

場 所  特別会議室 

 

Ⅰ．議 題 

１．平成２６年度計画の変更について 

 

Ⅱ．報 告 

１．監事監査計画書について 

２．独立行政法人評価委員会の今後の予定について 

３．独立行政法人通則法の一部改正について 

４．森林保険制度の検討について 

５．森林農地整備センター平成２６年度整備局長及び水源林整備事務所長合同会

議について 

６．その他 

 

資 料 

    Ⅰ－１ 独立行政法人森林総合研究所平成２６年度計画新旧対照表（案） 

  Ⅱ－１ 監査計画書について 

  Ⅱ－２ 独法評価関係の今後の予定（平成２６年）について 

  Ⅱ－３ 独立行政法人制度改革関連法案の骨子 

  Ⅱ－４ 森林保険制度の検討について（非公表） 

  Ⅱ－５ 平成２６年度 整備局長及び水源林整備事務所長合同会議について 

  Ⅱ－６ 主要行事（平成２６年４月１０日～平成２６年５月１４日） 



独立行政法人森林総合研究所平成２６年度計画新旧対照表（案）

新 旧

独立行政法人森林総合研究所 平成２６年度計画 独立行政法人森林総合研究所 平成２６年度計画

平成26年○月○日変更

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 るためとるべき措置

１・２ ［略］ １・２ ［略］

３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化 ３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

研究所は、国、他の研究機関、都道府県、大学等との連携強化を図りつつ効率的な 研究所は、国、他の研究機関、都道府県、大学等との連携強化を図りつつ効率的な

研究開発を実施するとともに、研究情報の発信と成果の利活用を促進する。 研究開発を実施するとともに、研究情報の発信と成果の利活用を促進する。

また、東日本大震災に伴う海岸林等被害や放射能汚染被害への対応に関しては、国 また、東日本大震災に伴う海岸林等被害や放射能汚染被害への対応に関しては、国

や都道府県等をはじめとする国内外の関係機関との連携を強化して調査分析を実施し や都道府県等をはじめとする国内外の関係機関との連携を強化して調査分析を実施し

て、成果とりまとめ等、適時適切な情報発信を継続する。 て、成果とりまとめ等、適時適切な情報発信を継続する。

さらに「林業の成長産業化」への取組として、国、関係研究機関、民間団体等との さらに「林業の成長産業化」への取組として、国、関係研究機関、民間団体等との

連携協力による適切な実施体制を整備して、適時適切な情報発信と迅速な成果とりま 連携協力による適切な実施体制を整備して、適時適切な情報発信と迅速な成果とりま

とめを推進する。 とめを推進する。

自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響調査等への緊急対応のほか、喫緊 自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響調査等への緊急対応のほか、喫緊

の課題となっている森林・林業の再生や活性化に資する重要な森林・林業政策に対応 の課題となっている森林・林業の再生や活性化に資する重要な森林・林業政策に対応

するため、行政機関等への情報の提供や行政機関が主催する各種委員会等へ専門家の するため、行政機関等への情報の提供や行政機関が主催する各種委員会等へ専門家の

派遣を行う。 派遣を行う。

また、国等が規格、基準等を定めるに当たっては、関係する委員会等への参加及び また、国等が規格、基準等を定めるに当たっては、関係する委員会等への参加及び

データの積極的な提供により研究開発の成果の活用に努める。 データの積極的な提供により研究開発の成果の活用に努める。

受託研究、共同研究、客員研究員制度等により、国、他の独立行政法人、都道府県、 受託研究、共同研究、客員研究員制度等により、国、他の独立行政法人、都道府県、

大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成果の利活用 大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成果の利活用

の促進に努める。 の促進に努める。

産学官連携の取組として、引き続きウェブサイトを通じた最新情報の提供に取り組 産学官連携の取組として、引き続きウェブサイトを通じた最新情報の提供に取り組

むとともに、関係者・関係団体に、より分かりやすい実践的な情報の発信に努める。 むとともに、関係者・関係団体に、より分かりやすい実践的な情報の発信に努める。

森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の実 森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の実

施、国有林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行う 施、国有林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行う
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技術開発への協力等を通じて国有林野事業との連携を強化する。 技術開発への協力等を通じて国有林野事業との連携を強化する。

また、林業研究・技術開発推進ブロック会議等を通じて、地域又は全国的に取り組 また、林業研究・技術開発推進ブロック会議等を通じて、地域又は全国的に取り組

むべき課題について協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林業試験研究機 むべき課題について協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林業試験研究機

関等に対し必要な技術指導を行うことなどにより、連携・協力関係を強化するととも 関等に対し必要な技術指導を行うことなどにより、連携・協力関係を強化するととも

に、共同して競争的資金による研究の獲得を目指す。 に、共同して競争的資金による研究の獲得を目指す。

また、平成26年４月16日に森林国営保険法等の一部を改正する法律（平成26年法律

第21号）が公布されたことを受け、平成27年４月１日の森林保険業務の承継に向けて

行政部局と連携し適切に対応する。

４・５ ［略］ ４・５ ［略］

第２～第７ ［略］ 第２～第７ ［略］
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○独法評価関係の今後の予定（平成26年）

スケジュール 作業

5月22日 研究所会議

・委員への事前説明資料の決定
・〃事前説明の日程調整
・〃事前説明担当者の決定

6月2日 林野庁への事前説明

委員への個別事前説明 ・理事長、理事、審議役、部長、ＣＯＤ他
・整備センターも同行

6月24日 ５２回林野分科会
・対象年度の業務実績概要を独法から説明
・財務諸表等の承認

・補足説明資料の作成（委員の意見・質問
への回答）

以降例年のスケジュールから作業
７月下旬 林野分科会ワーキング会合 ・独法から追加説明と質疑応答（非公開）

８月下旬 ５３回林野分科会（予定） （独法に対して評価結果・意見の説明）

8月末～9月初 評価結果の通知 ・分科会委員意見への対応方針の作成

10～12月 政独委二次評価 ・対応を検討

調整係
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農林水産省独立行政法人評価委員会林野分科会委員名簿 
 

任 期：平成 25 年２月 14 日～平成 27 年２月 13 日 
 
 
委員(５名)                                                             
 
   足 本 裕 子   文化遺産を未来につなぐ森づくりの為の有識者会議事務局長  
 
   酒 井 秀 夫   東京大学大学院農学生命科学研究科教授 
 
  田 村 早 苗   青森大学経営学部教授  
 
  文 野 清 正   文野公認会計士・税理士事務所所長              
 
   三 井 昭 二   三重大学名誉教授   
 
                       
専門委員(７名) 
 
  片 桐 成 夫   島根大学名誉教授  
 
  加 藤  徹     宮城大学理事兼食産業学部教授  
 
  小 島 克 己   東京大学アジア生物資源環境研究センター教授  
 
  徳 地 直 子   京都大学フィールド科学教育研究センター教授       
 
  中 山 榮 子   昭和女子大学大学院生活機構研究科教授     
 
   肘 井 直 樹   名古屋大学大学院生命農学研究科教授  
 
    横 田 正 彦   千葉県中部林業事務所森林振興課主任上席普及指導員 
 
          
                                                   (五十音順、敬称略) 



林野分科会 資料一覧（案）

資料

１．平成 25 年度 評価単位自己評価シート

２．平成 25 年度 財務諸表等（事業報告書を含む)

３．平成 25 年度 契約関係資料

（分冊１）試験・研究及び育種事業（研究・育種勘定）

（分冊２）水源林造成事業等（水源林勘定及び特定地域整備等勘定）

参考資料

４．平成 25 年度 具体的指標自己評価シート

５．平成 24 年度 業務実績評価結果通知後の対応状況

６．平成 25 年度計画

７．平成 26 年度計画（第 3 期中期目標、中期計画を含む三段表）

その他

８．平成 26 年版 研究成果選集

９．平成 26 年版 水源林造成事業等成果選集

１０．財務諸表説明用資料

１１．平成 26 年版 年報：資料編

１２．森林総合研究所要覧

１３．2050 年の森 "森林を育て、有効活用するための研究開発ロードマップ"

１４．環境報告書 2013

１５．季刊森林総研（最新の号）

１６．重点課題評価委員名簿

○第 52 回林野分科会の開催日：６月 ２４日（火）
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独立行政法人制度改革関連法案の骨子 

平成26年４月 

内閣官房行政改革推進本部事務局 

改革の方針 

独立行政法人が、制度導入の本来の趣旨に則り、国民に対する説明責任

を果たしつつ、政策実施機能を最大限発揮できるよう、法人運営の基本と

なる共通制度について見直しを行うもの。 

 

（１）業務の特性を踏まえた法人の分類 

全法人を一律に規定している現行制度を見直し、業務の特性に対応し

て法人のマネジメントを行うため、以下の三つの分類を設ける。 

① 中期目標管理法人

・ 公共上の事務・事業を中期的（３～５年）な目標・計画に基づ

き行うことにより、多様で良質なサービスの提供を通じて公共の

利益を増進することを目的とする法人【第２条②,第29条】 

② 国立研究開発法人

・ 研究開発に係る業務を主要な業務として、中長期的（５～７年）

な目標・計画に基づき行うことにより、我が国の科学技術の水準

の向上を通じた国民経済の発展その他の公益に資するため研究開

発の最大限の成果を確保することを目的とする法人【第２条③,第35

条の4】 

（注）国立研究開発法人のうち、世界トップレベルの成果が期待される法人（特定

国立研究開発法人（仮称））については、別の法律により特別な措置 

③ 行政執行法人

・ 国の行政事務と密接に関連した国の相当な関与の下に確実に執

行することが求められる事務・事業を、単年度ごとの目標・計画

に基づき行うことにより、正確・確実に執行することを目的とす

る法人【第２条④,第35条の9】 

・ 役職員に公務員身分を付与【第51条】

１ 独立行政法人通則法の一部を改正する法律案

調整係
テキストボックス
　　　　　　　　　Ⅱ－3　　 理　事　会　資　料　　 平成26年5月15日



2

（２）ＰＤＣＡサイクル（注）が機能する目標・評価の仕組みの構築 

目標を指示する主務大臣が評価に関与していなかった現行制度を改

め、主務大臣の下での政策のＰＤＣＡサイクルを強化するため、主務

大臣を評価主体とするなど目標・評価の一貫性・実効性を向上させる。 
（注）ＰＤＣＡ：Ｐ（Plan：目標、計画）→Ｄ（Do：実施）→Ｃ（Check：評価）→Ａ（Action：改善） 

① 評価体制の見直し

・ 法人に目標を指示する主務大臣が、毎年度、業績評価を実施 
  【第32条,第35条の6,第35条の11】 

・ 主務大臣は、業績評価の結果に基づき、必要な業務改善命令

（行政執行法人には必要な監督命令）【第32条,第35条の6,第35条の12】 

② 目標設定、評価の在り方

・ 総務大臣は、目標・評価に関する指針を策定【第28条の２】 

・ 研究開発業務の目標・評価については、総合科学技術・イノベ

ーション会議が指針案を作成し、総務大臣の指針に、その内容を

適切に反映【第28条の2,第28条の3】 

・ 国立研究開発法人の目標・評価等に関しては、主務大臣は、研

究開発に関する審議会（外国人の委員任命も可）の意見を聴取 
【第35条の4,第35条の6,第35条の7】 

・ 主務大臣は、目標を具体的に設定【第29条,第35条の4,第35条の9】 

・ 国立研究開発法人の中長期目標・計画には、「研究開発の成果

の最大化」に関する事項を記載【第35条の4,第35条の5】 

・ 法人は、評価結果を業務運営の改善に反映（反映状況を公表） 
【第28条の4】 

③ 第三者機関のチェック

・ 総務省に独立行政法人評価制度委員会を設置し、以下のチェッ

ク等を実施（委員は内閣総理大臣任命）【第12条,第12条の2】 

ア 中期目標管理法人、国立研究開発法人 

・ 主務大臣による目標案、中期（中長期）目標期間の評価結

果、中期（中長期）目標期間終了時の見直し内容をチェック

し、意見【第29条,第32条,第35条,第35条の4,第35条の6,第35条の7】 

・ 中期（中長期）目標期間終了時の見直しに際し、法人の主

要な事務・事業の改廃について、主務大臣に勧告【第35条,第35

条の7】 
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・ 勧告事項について、特に必要があるときは、内閣総理大臣

の指揮監督が行われるよう意見具申【第35条の2,第35条の8】 

イ 行政執行法人 

・ 中期的な期間（３～５年）における業務運営の効率化の評

価結果を点検し、意見【第35条の11】 

（３）法人の内外から業務運営を改善する仕組みの導入 

監事の権限が不明確、法人の違法行為に対して主務大臣から是正要

求のみしか行えない現行制度を見直し、法人の内外から業務運営を改

善し得るよう、法人内部のガバナンスを強化するほか、主務大臣によ

る是正措置を整備する。 

① 監事の機能強化等による法人内部のガバナンス強化

・ 監事・会計監査人の調査権限を明確化、役員の不正行為等の主

務大臣等への報告や監査報告の作成を義務付け【第19条,第19条の2,

第39条,第39条の2】 

・ 法人の長及び監事の任期を中期（中長期）目標期間に対応 

  （行政執行法人は、個別法で定める期間。国立研究開発法人は、

３～４年の任期設定も可能。）【第21条,第21条の2,第21条の3】 

・ 役員に職務忠実義務及び任務懈怠に対する損害賠償責任を明記 
【第21条の4,第25条の2】 

・ 業務方法書に法令遵守等内部統制の体制を記載【第28条】 

・ 非公務員型の法人にも役職員の再就職規制を導入【第50条の4～第

50条の9,第50条の11】 

② 主務大臣による適材適所の人材登用

・ 主務大臣は、法人の長及び監事を任命しようとするときは、必

要に応じ、公募、候補者の推薦の求めその他の適任者を任命する

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならないこと【第20条】 

③ 主務大臣による是正措置の整備

・ 主務大臣は、法人の違法行為、著しく不適正な業務運営等に対

し、是正・業務改善命令（行政執行法人には必要な監督命令）
【第35条の3,第35条の8,第35条の12】 
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（４）法の運用の弾力化 

・ 法の運用に当たっては、法人の事務・事業の特性に、十分配慮さ 

れなければならないものとする【第３条】 

・ 中期目標管理法人・国立研究開発法人の役職員の報酬・給与等の基

準は、国家公務員、民間企業、当該法人の業務の実績、職務の特性及

び雇用形態その他の事情を考慮【第50条の2,第50条の10,第50条の11】 

○ 独立行政法人通則法の一部を改正する法律案の施行に伴い、関係法

律（２２９法律）の規定を整備 

・ 各法人を設置する個別法を改正し、上記の法人三分類の定めを追

加、各府省評価委員会に係る規定の削除その他の規定を整備【各個別

法】 

・ 総務省設置法を改正し、行政評価・監視の対象に独立行政法人の

業務の実施状況を追加【整備法第46条（総務省設置法第4条）】   等 

施行期日 

平成２７年４月１日（予定） 

２ 独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律案

 今後の予定

 （衆）内閣委員会

 　 ５月１６日（金）　午前　法案審議
　　　　 　　　　　　 午後　参考人質疑　　

shukuri
線



Ⅰ．　全体会議

　１．本部出席者紹介 9:30

　２．城土センター所長訓示 ～

　３．百々理事挨拶 10:00

　４．議　題 10:00 ～ 11:00

        (1)　諸情勢について

        (2)　独立行政法人改革等の動きについて

        (3)　平成26年度計画について

Ⅱ．情報セキュリティ研修 11:00 ～ 12:00

　　　　情報セキュリティについて

Ⅲ．　各部・室打合せ

　１．管理部説明 13:00 ～ 14:30

      (1)  切石総括審議役

      (2)  管理部長

    　(3)　企画管理課

    　(4)　労務課

    　(5)　財務課

    　(6)　資金会計課

　２．森林業務部説明　 14:40 ～ 17:45

      (2)  森林企画課

      (3)  森林事業課

      (4)  資源利用課

　（全体会議） 9:30 ～ 11:00

 　     各整備局平成26年度重点事項取組報告

　３．コンプライアンス室説明 11:00 ～ 12:00

Ⅳ．個別打合せ 13:00 ～

平成２６年５月１６日（金）

    ＜ 昼 食 ・ 休 憩 ＞

平成２６年度 整備局長及び水源林整備事務所長合同会議　次第

平成２６年５月１５日（木）

    ＜ 昼 食 ・ 休 憩 ＞

    ＜ 休 憩 ＞

　　　(1)　森林業務部長

調整係
テキストボックス
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月　　日 行　事　内　容 出　席　者

４月１０日（木） 理事会（第1回） 理事長、各理事、両監事

４月１０日（木）
～１１日（金）

会計実地検査 理事長

１２日（土） 桜を見る会 理事長

１４日（月） 事業運営会議（第1回） 理事長、企画・総務担当理事、森
林農地整備センター所長、業務
承継円滑化・適正化担当理事、
滑志田監事

１５日（火） 本郷森林整備部長来所 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事

１６日（水） 育種運営会議（第1回） 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事、林木育種センター
所長

１７日（木） バイオマス利用研究会 研究担当理事

研究所長等有識者懇談会 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事

２１日（月） 民主党議員（郡司氏・前田氏・小川氏）視察 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事

２２日（火） 森林総研友の会 理事長、研究担当理事、両監事

２４日（木） フェロー授与式 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事

２５日（金） みどりの式典 理事長、研究担当理事、滑志田
監事

５月１日（木） 本郷森林整備部長来所 森林農地整備センター所長、業
務承継円滑化・適正化担当理
事、滑志田監事

８日（木） 研究推進本部会議（第1回） 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事

森林保険受け入れ検討チーム会合 理事長、企画・総務担当理事、研
究担当理事

１２日（月） 中井裕一郎氏告別式 理事長

ゲノム情報シンポジウム 研究担当理事、森林農地整備セ
ンター所長、両監事

１３日（火） ＵＢＣ研究交流セミナー 理事長、研究担当理事

主要行事（平成２６年４月１０日～平成２６年５月１４日）

調整係
テキストボックス
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